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はじめに
　2010 年 6 月 4日、鳩山由紀夫首相の退陣表明を受けて行われた民主党代表
選挙に当選した菅直人は、第 94 代内閣総理大臣に指名される。6月 8日、宮
中での親任式を経て正式に内閣総理大臣に就任してから 2011 年 8月 30日に辞
任するまで、菅直人は首相の座に 449 日間あった。
　長くない執政期間であったが、菅内閣の対中政策には鳩山内閣期の「友愛外
交」より「抑制」政策への転換の動きが現れただけでなく、「混沌―対立―修
復」という起伏に富んだ日中関係を作り出した。このような菅内閣の対中政策、
特に「尖閣問題」をめぐる対応は後任の野田佳彦内閣、第二次安倍晋三内閣
の外交方針の制定に無視できない重要な影響を及ぼすことになる。本研究は
東アジア地域政策の文脈で、菅内閣の対中認識と「尖閣漁船衝突事件」をめ
ぐる対応策を検討することを通して、今後の友好的な日中関係を構築するた
めの視座を提供することを試みる。
1．「友好」と「抑制」――菅直人の対中政策制定における矛盾と混沌
　菅直人は 30 年余りの長い政治活動の中で、中国と良好な関係を保ってきた
日本の政治家であった。胡錦濤主席も親切さをこめて彼を「中国人民のよき友
人」1 だと高く評価していた。首相となった後も、菅直人は「日中両国は、一衣
帯水のお互いに重要な隣国であり、両国関係はアジア太平洋地域、ひいては世
1	『日本経済新聞』2010 年 6 月 28 日付。
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界にとっても重要な関係である」と指摘し2、鳩山内閣の対中友好政策を継承し、
中国との戦略的互恵関係を発展させる意向を表した 3。そして、靖国神社問題及
び歴史問題においても菅直人は中国に友好的な政策をとり、閣僚が終戦記念日
に靖国神社を参拝しないことを明言した。このような菅直人の中国に対する
態度は、両国の友好関係の発展に良好な政治的雰囲気を作り出すようになる。
　2010 年 6月 12 日、菅直人は前首相の鳩山由紀夫を特使として中国に派遣し、
温家宝総理等の中国の指導者と会合しただけでなく、6月 27 日にカナダで開
かれたG20 トロント・サミットでは、自ら胡錦濤主席との首脳会談を成功させ、
両国指導者の信頼を深めた 4。8月 18 日、菅直人は民主党の議員代表団（団長：
鳩山由紀夫）を中国に派遣し、政権党間の友好交流も推進した。もし、5月の
温家宝の訪日も考慮するなら、両国の指導者は 4か月という短い間に 4回の
会談を行ったことになる。このような頻繁な指導者の接触は戦後の日中関係
の中で非常に珍しいことであり、菅内閣の日中関係を重視する姿勢をよく表
すものであった。
　中日友好を強めたことは決して民主党の一時的な考えではなく、むしろ現
実にもとづいた切実な必要から生まれた戦略とも言えるものであり、長い政
治経験を有する菅直人自身が持ち続けてきた戦略的な中国認識から出発した
客観的な選択でもあった。菅直人が日中関係に着目した主な理由として次の
二点を挙げられるが、それはまさに経済理由と政治理由であった。
　第一に挙げられるのが経済的理由である。1990 年代にバブル経済が破綻し
てから日本の経済は 20 年余りの低迷状態が続いていた。日本政府は大量の債
務を抱え、その額は 1000 兆円に達する 5。しかも、2008 年のアメリカ金融危機
に巻き込まれた日本の財政状況はますます厳しくなったのである。それゆえ、
菅直人は日中友好的関係が日本経済の再建に重要な役割を果たすことを期待
していたと思われる 6。実際、中国は日本の工業発展に必須な貴金属、石炭など
2	「第 176 回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」首相官邸、http://www.
kantei.go.jp/jp/kan/statement/201010/01syosin.html	（2015 年 3 月 21 日閲覧）。
3	『朝日新聞』2010 年 6 月 12 日付。
4	『日本経済新聞』2010 年 6 月 28 日付。
5	『第一財経日報』2010 年 5 月 31 日付。
6	 本泽二郎：「举步维艰的日本民主党政权」『日本研究』、2010 年第 3期、47 頁。
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の供給地であるだけでなく、日本の最大の輸出相手国でもあり、日本の経済
に重要な影響を及ぼせる可能性を十分持っていたからである。
　第二の政治的理由は、民主党を取り巻く環境に由来する。すなわち、民主
党は 2010 年 7月 11 日に行われた参議院選挙で敗北し、衆議院と参議院の多数
党が異なる、いわゆる「ねじれ」の状況に置かれていた。しかも、菅直人が
6月 17 日に日本の消費税の比率を 5％から 10％に引き上げる意向を示した後、
国民の民主党政権に対する信頼はさらに薄くなっていた7。支持率の低迷を前に
し、菅内閣は外交（対中政策）における成果をもって、国民の信頼と支持を
取り戻そうとしていたのである 8。
　しかしながら、菅直人がいかに日中友好関係のメリットを見極めていても、
その政策を順調に展開することができなかった。党内のタカ派の圧力と鳩山内
閣退陣の前轍を踏まないという願望により、菅内閣の外交政策は「鳩山外交
路線」の調整に焦る姿が見られただけでなく、戦略方針の制定の過程において、
矛盾と混沌が現れはじめた 9。菅内閣は最終的に「鳩山外交」の「友愛外交」の
理念、「日米対等」路線、「東亜共同体」などの理念を放棄する。そして、普天
間米軍基地問題においては、アメリカに追随するいわゆる「日米同盟を外交
の基軸とする」外交政策を打ち立てることになる 10。これは自民党時代の外交
政策に回帰したとも言える変化であった。
　さらに、6月 22 日に行われた党首討論会で、菅直人は米軍の普天間基地移
動の問題と中国の軍事力の増強と結びつける発言をしただけでなく、「勢力均
衡」と「アメリカの核の傘」の重要性について強調した 11。鳩山内閣の対米外
交がアメリカ側の不満を招いたことから、菅内閣が日米関係の修復に重点を置
かざるをえなかったのは言うまでもない。しかし、中国の軍事力という敏感な
問題について否定的な意見を表明したことは日中の友好関係に影を落とす結
果に繋がったのである。その他、2010 年 7 月に発表された参議院選挙の政権
7	「菅直人：消费税考虑提高一倍」日本新闻网、http://www.ribenxinwen.com/html/
c/201006/18-6125.html（2015 年 4 月 1 日閲覧）。
8	 周永生：「菅直人内阁外交政策的成因」『学术前沿』2011 年第 6期、35 頁。
9	 孫承：「菅直人内閣的对外政策与中日关系」『国際問題研究』2010 年第 2期	、55 頁。
10	『朝日新聞』2010 年 6 月 12 日付。
11	鲁韬：「菅直人就中国军力发表看法不合时宜」『凤凰观察』、2010 年 6 月 24 日付。
菅内閣の対中政策と日中関係6
公約においても、菅内閣及び民主党は日米同盟を強化する必要性を説き、オー
ストラリア、韓国、インド等との防衛協力を強調したものの、「日中戦略的互
恵関係」の構築には一言も触れず、ただ「中国の防衛政策の透明性を求める
こと」に重点を置いていた 12。このような対中政策は安倍晋三、麻生太郎両内
閣の「価値観外交」に基づく対中抑制政策と殆ど区別がつかないものであった。
　要するに、菅直人は日本が中国経済発展の収益者であることをよく知るとと
もに、中国を牽制する「重要な国際的力」と認識していたと思われる。彼の
対中政策はまさに中国の経済的発展と軍事力の強化に対する複雑で矛盾した
心理をよく示したものであり、「友好的政策」と「抑制的政策」の混在は、菅
内閣の対外戦略における「不確定性」と矛盾を十分に表したものでもあった。
2．対立から修復へ――「尖閣漁船衝突事件」における菅内閣の対中政策
　菅直人内閣の対中政策の混沌と民主党党首選挙による政権の「不安定性」を
背景に日中間で「尖閣漁船衝突事件」が発生し、両国関係は急速に冷却した。
2010 年 9 月 7日、尖閣諸島付近で操業中であった中国漁船と、これを違法操
業として取り締まりを実施した日本の海上保安庁の巡視船が衝突するという
異常事態が発生する。海上保安庁は同漁船の船長を公務執行妨害で逮捕し、9
日には那覇地方検察庁に送検した。また、9月 19 日には検察による船長の 2
度目の勾留延長が決定し、日本側の船長の起訴に向けた司法方針がさらに明
確化された。菅直人は国内法に基づき粛々と処理するという立場を表明し 13、
このような対応をもって、尖閣諸島、およびその周辺での漁業権についての
法律的主権を示そうとした。
　これについて中国政府は、中国側船員の無条件釈放を要求するとともに、複
数の報復措置を取った。中国政府は勾留延長が決定した同じ日	 ただちに「日
本との閣僚級の往来の停止」、「航空路線増便の交渉中止」、「石炭関係会議の
延期」および「日本への中国人観光団の規模縮小」を決定した。翌 20日には、
在中国トヨタの販売促進費用を賄賂と断定して罰金を科すと決定し、21 日に
12	刘江永：「民主党一路坎坷	菅直人何去何从」『当代世界』、2010 年第 7期、29 頁。
13	『日本経済新聞』2012 年 2 月 7 日付。
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は中国本土にいたフジタの社員 4人を「許可なく軍事管理区域を撮影した」と
して身柄を拘束 14、さらにレアアースの日本への輸出について、複数の税関で
の通関業務を遅滞させた。
　上述の中国の一連の「対抗措置」は民主党の代表選挙などの国内政治に多く
の力を費やしていた菅直人を苦況に陥らせた。結局、中国の強硬な態度は日本
の一定の譲歩を引き出すことになる。9月 24 日、菅直人首相と前原誠司外務
大臣が国際連合総会に出席するために外遊で不在の中、那覇地方検察庁は勾
留延長期限が 5日残っている時点で、「わが国国民への影響や、今後の日中関
係を考慮して、船長を処分保留で釈放する」と発表した 15。これにより、船長
は「不法上陸」扱いとなり、翌 25 日に中国のチャーター機で中国へと送還さ
れた。国際連合総会でアメリカ滞在中の菅首相は、「検察当局が事件の性質な
どを総合的に考慮し、国内法に基づき粛々と判断した結果だと認識している」
と述べた 16。
　注目すべきは、菅内閣は尖閣諸島の主権問題において中国に妥協することは
なかったが、「尖閣漁船衝突事件」が発生してから、仙谷由人官房長官をはじめ、
菅内閣はこの問題について冷静に対応することと過激な反応は避けるべきだ
という観点を主張したことである。日本が尖閣での漁船衝突事件をめぐる中
国との一連の争いの中で自制を保つことができた重要な理由は、菅内閣の対
中政策の根底には日中友好と経済交流の重要性に対する認識が存在していた
からともといえよう 17。
　また、代表選挙で勝利を収めた菅直人は、日中関係の修復に向けて、一連
の努力をした。2010 年 10 月 4 日、ブリュッセルで行われたアジア欧州会合
（ASEM）の首脳会合で、菅直人は温家宝と約 25分にわたる「廊下会談」を行っ
た。また、10月 30 日にハノイで行われた東アジア首脳会議（EAS）において
14	『朝日新聞』、2010 年 9 月 24 日。
15	【尖閣衝突事件】中国人船長を釈放へ	 那覇地検 ｢日中関係考慮｣、産経デジタル　
2010 年 9 月 24 日、http://web.archive.org/web/20100925204603/http://sankei.
jp.msn.com/affairs/crime/100924/crm1009241445019-n1.htm（2015 年 4 月 5 日閲覧）。
16	「日中両国、冷静な努力を　船長釈放は検察判断と首相」共同通信社 47NEWS、2010
年 9 月 25 日、http://www.47news.jp/CN/201009/CN2010092501000077.html（2015
年 4 月 5 日閲覧）。
17	 娄伟：「中日关系的现状及未来走向」『中南大学学報』2011 年第 6期、30 頁。
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も、温家宝と約 10分間の「休憩室談話」を交わした。これらの「非公式談話」
は事前に予定されていなかったものであり、菅直人の努力なしには実現し難
い会談であった。菅直人の動きは「尖閣漁船衝突事件」で中止になった両国
政府の交流の回復に積極的な影響を及ぼすことになる 18。
　一方、国内においても菅直人は日中関係を推進し、戦略的な互恵関係を深め
る政府方針を表明した。2011 年 1月 20 日、菅直人は新年度の外交方針を紹介
する施政演説の場で、日中間の戦略的協力関係が持つ意味について力説し 19、
2 月 6日には経済界と学界の専門家を招いて「中国問題」をめぐっての懇談会
も開く意向を示した20。懇談会は首相が常用する政策諮問形式の一つであるが、
特定の国の問題を主題とすることは極めて稀である。これらの菅直人の対中
国外交は日本の世論の支持も受けた。たとえば、『毎日新聞』は政府に中国と
より安定的な友好関係を構築することを提案していた。
　菅内閣が投げかけた友好のサインに対して、中国政府も積極的な反応を見
せた。2010 年 11 月 13 日に横浜で開幕されたAPECの会議で胡錦濤は菅直人
との首脳会談を成功させ、日中関係を大きく修復させる。会談中に胡錦濤は、
中日両国は重要な貿易パートナーで、これから互いの協力関係をより強めるこ
とを希望すると明かし、菅直人も胡錦濤に賛成し、各領域にわたって双方の
交流協力を深めていく意向を表明した 21。この会合は「尖閣船舶衝突事件」後
に両国の首脳が行った初めての正式な会談で、重要な政治的意味を持ってい
たのである。
　2011 年 3月 11 日に東北地方で発生した大地震と津波により、日本では多く
の人命が失われ、莫大な経済的損害を蒙った。これに対し、中国は積極的に日
本の東日本大震災からの復旧作業に人道支援の手をさし伸べ、日中友好関係
のために努力する姿を見せた 22。それだけではなく、温家宝総理は 5月 22 日に
東京で開かれた日中韓首脳会議に出席した際に、自ら日本の被災地を訪問し、
被災地の民衆を励まし、できるだけ早く日本を訪問する中国人観光客の数を回
18	 娄伟、前掲論文 31 頁。
19	『法制晚報』	2011 年 1 月 21 日
20	『世界新聞報』2011 年 2 月 12 日付。
21	『新闻晨報』2010 年 11 月 13 日付。
22	『中国青年報』2011 年 3 月 20 日付。
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復し、日本の農産品を輸入することで、日本の復興を支える意向も示した 23。
このような実質的な支援と慰問は日中友好を深め、日中関係を推進させるこ
とになったのである。
3．菅内閣の対中政策の示唆点
　尖閣船舶衝突事件後、厳しい状態に置かれていた日中関係は日中両国指導
者の努力により、急速に回復する傾向を見せた。しかし、不安定な日本国内
の政治環境と菅直人の置かれた政治的困窮は、日中関係のさらなる改善を難
しくしていた。野党は 2010 年 7 月の参議院選挙の勝利に乗じて閣僚の政治
的スキャンダルを利用し、法相、国土交通相、官房長官を相次いで辞任させ
ただけでなく、2011 年度の財政予算案をめぐって、反菅直人勢力を集結し、
2011 年 3 月の国会審議で民主党の提案を無効にさせ、菅直人を国会解散に追
い込もうとした。さらに、野党は 6月 3日に国会に内閣不信任案を提出する。
これらの一連の試みは全て失敗に終わったが、菅内閣に大きなダメージを与
えた。心身とも疲弊した菅直人は、2011 年 8 月 30 日に正式に首相職を辞職
する 24。
　総括的に言えば、菅直人の執政期の日中関係は「曲折的発展」という流れ
を呈示していた。中国の国力の強化、アメリカの存在、日本国内の政治及び
経済状況などの原因により、菅内閣の対中戦略は「友好的政策」と「抑制的
政策」の矛盾と混在が現れただけでなく、尖閣船舶衝突事件をめぐる対応も
外交政策の不安定による「強硬」から「緩和」への急転換が出現した。そし
て、菅内閣の対中戦略は領土問題、中国軍事力問題などの個別事項を偏狭的
かつ偏面的に捉らえる場合には「抑制」と「強硬」の政策、そして、広範な課
題群の中で諸懸案を多角的、長期的の視点で考慮する時には「友好」と「緩和」
の政策が展開される傾向があった。これらの経験は日中友好と互恵関係の形
成は簡単に実現できるものではなく、工夫と英知と信頼を必要とすることを
教えていた。
23	『台湾旺報』2011 年 5 月 23 日付。
24	『北京商報』2011 年 6 月 3 日付。
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　戦後日本国歴代政府の中で、菅内閣のように、前任者の対中政策を大幅に
修正し、また、約一年半という長くない執政時期に「混沌―対立―修復」と
いう起伏に富んだ日中関係を作り出したケースは多くない。そのため、菅内
閣の対中政策に対する再検討は、今後、友好で、安定な両国関係の構築に価
値のある示唆点を与えられると思われる。その過程において、特に次の三つ
の点に着目する必要がある。
（1）信頼醸成と首相会談
　信頼醸成を互いに促し、対話を重ねることで不信感をぬぐい、対立を抱え
ながらもともに発展をはかることは、今日の日中両国とって重要な課題であ
る。相互理解と相互信頼を増進する上で、両国の政治指導者の対話と信頼関
係の再構築が不可欠である。
　菅直人はASEMの第 8 回首脳会合（2010 年 10 月 4 日）、東アジア首脳会
議（EAS、2010 年 10 月 30 日）を通じて温家宝首相と会合し、アジア太平洋
経済協力会議（APEC、2010 年 11 月 13 日）では胡錦濤主席と面談し、「尖閣
船舶衝突事件」で低迷していた日中関係は大きく修復させた。
　ところが、回復しつつあった日中関係は「尖閣諸島国有化」によって再度
悪化し、首脳会談も中止を余儀なくされることになる。歴史的につながりの
深い東アジアの隣国でトップ同士が対話をしない、あるいはできないという
状況は両国民に不安感を与えただけでなく、また、世界第 2、第 3 の経済大
国が緊張を高めることは国際的な懸念材料でもあった。このような日中両国
の国民および国際社会の期待に応え、2014 年 11 月 10 日、中国訪問中の安倍
晋三首相と習近平主席との首脳会談が 2年半ぶりに開かれ、関係改善の一歩
を踏み出した。以上のことは、両国国民の友好交流と安定な日中関係の形成
のために、まず、政治指導者間の対話システムの完備が必要であることを説
明している。
（2）「海」のシステムの構築
　「尖閣漁船衝突事件」に対し、菅内閣は必ずしも統一された明確な対応方針
を形成したわけではなかった。船長の釈放に関する認識の急変はその実態を
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よく表していた。そして、事件の解決をめぐる菅内閣の対応策は国内政治状
況の影響を多く受けていた。一方、中国の対応も感情的色彩が濃いものが多
かったので、両国の対立は迅速に激化し、日中関係は厳しい状態に陥った。
「尖閣漁船衝突事件」における日中両国の強硬な立場と両国国内でのナショナ
リズムの高まりは、すでに日中両国が信頼醸成をはかる一方、不測の事態に
備えた「海」のシステムの構築が必要であることを示唆していた。ところが、
当時において、日中両国ともその重要性について十分に認識していなかった。
　「尖閣諸島国有化」により、日中両国が戦争に巻き込まれるという可能性も
浮き上がるようになってから、日中両国ともやっと「海」のシステムを構築
する緊迫性を理解するようになった。そして、不安定化する東アジア情勢へ
の対応を念頭に，安倍首相は 2014 年 11 月 10 日に習近平主席と会談した際に、
東シナ海で万一摩擦が発生した場合に事態を制御できる「海上連絡メカニズ
ム」の運用開始を中国側に要請した 25。今後の事務レベルでの具体的な協議過
程において、菅内閣の対中認識と「尖閣」政策の経験は現実状況に相応しい「海」
のシステムの構築に重要な「知的蓄積」になるはずである。
（3）戦略的互恵関係の構築
　新たな時代の戦略的互恵関係は、日中両国の相互補完的な役割を十分に発
揮させることにより、長期的・大局的な視野から両国の国益が一致する点を
広げるとともに、国益の異なる点は対話を通じてできる限りの調整を行うこ
とにより達成されるものと言えよう 26。
　2010 年 10 月 5 日、菅直人はASEM第 8回首脳会合で温家宝首相と会談し、
双方が戦略的互恵関係の原点に立ち返り、政府間のハイレベル協議を進める
ことで合意した。そして、2011 年 1 月 20 日の施政演説では、日中間の戦略
的協力関係の重要性を強調しながら、未来志向で日中間の問題を処理してい
く意向を表した。両国の相互利益の衝突の前で、菅直人は「友好的政策」と
「抑制的政策」の方針選択に迷いがあったものの、結果的には日中間の「戦略
的互恵関係」を重視し、中国の指導者とともに両国関係の安定と発展のため
25	『日本経済新聞』2014 年 11 月 10 日付。
26	 垂秀夫「新政権下の日中関係」『立命館国際地域研究』第 32 号、2010 年 10 月、26 頁。
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に努力することで、危機を克服する道を選んだ。菅直人の努力は日中関係の
改善に積極的な影響を及ぼすようになる。
　一時的なムードや情緒的な親近感、更には、経済的な利害、打算のみを基
礎として日中関係の諸局面を築き上げようとするならば、それは所詮砂上の
楼閣に似てはかなく、脆弱なものに終わるのである 27。菅直人が指摘したよう
に「戦略的互恵関係の原点」を忘れず、両国が共通の関心事項を進めていく
上で、着質に戦略的互恵関係を構築することは、二国間関係を安定化し、発
展させる近道であるに間違いがない。
おわりに
　日中間には数多くの難問が横たわっている。両国政府がこれらのデリケート
な問題を扱い損ね、両国側でナショナリズムが触発されることになれば、日中
関係がさらに悪化する可能性もある 28。ところが、それゆえに、東アジア協力
の枠組みにおける日中間の互恵関係の崩壊が運命付けられていると見るのは
早計であろう。JCC新日本研究所の庚欣教授は「日中関係は大国関係の中で
のひとつのモデルである。民間交流も日ごとに発展している。これが日中関
係の本質と大局であり、どんな力でもこの流れを変えることはできない」と
評価した 29。
　今後も中日両国は競争の中で協力する、また摩擦の中で発展するという「曲
折的発展」の状態が続くと思われる。東アジア協力を推進する中で、日中両
国が経済的 ･政治的な相互依存をさらに高める同時に、建設的に互恵の精神
と政治戦略で懸案事情を解決できるのだろうか。その成否は日中関係の将来
を大きく左右することになろう。
27	 21 世紀日中関係展望委員会「揺るぎない日中関係を目指して」『21 世紀日中関係展
望委員会第 10	回提言書』21 世紀日中関係展望委員会、2013	年 11	月、10 頁。
28	 飯田将史「東アジアにおける日中関係―ライバルかパートナーか？」『転換する中国	
―台頭する大国の国際戦略―』防衛省防衛研究所、2009 年、145 頁
29	『環球時報』2010 年 11 月 2 日付。
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<ABSTRACT>
The Naoto Kan Cabinet’s China Policy and
the Sino-Japanese Relations
Hu YIN
The Naoto Kan Cabinet’s China policy has undergone “Amity - 
Opposition - Rapprochement” tri-readjustment, presenting an overall 
“tortuous development” trend. Moreover, by bilateral leaders’ cooperative 
efforts, the crisis stemming from “Diaoyu Islands collision” got controlled and 
the strained Sino-Japanese relationship got an effective improvement further. 
This thesis is summarizing the Naoto Kan Cabinet’s China policy, analyzing 
the developments and changes of Sino-Japanese relations during the Naoto 
Kan’s ruling period, and Seeking the valuable experience and inspiration.
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